
CFOの北村です。

それでは、2023年3月期の決算についてご説明いたします。2ページをご覧ください。
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まず、通期です。
左下にありますように、収益は1兆3,356億円、前年比2%の減収、税前利益は1,495億円、前年比34%の減益となりました。

税前利益の内訳は右下をご覧ください。
下から3行目、「セグメントその他」は734億円と、前年から回復しておりますが、その上の3セグメント合計は1,064億円、前年
比48%の減益となりました。

今期は、中央銀行による急激な利上げを受けて、ボラティリティが上昇し、資産価格は低下するなど、不安定な市場環境が
続きました。今年3月には、急激な預金流出で米国の大手地銀が破綻し、欧州銀行の経営危機に繋がるなど、マーケットが
大きく反応する局面もありました。

このような環境下、営業部門の税前利益は335億円、前年比43%の減益となりました。特に上半期は、不透明な市場環境を
受けてお客様の投資マインドが低下し、株式や投資信託を中心に、フロー収入が減少しました。

一方で、こうした環境において、如何にお客様の資産を守り、中長期的な資産成長をサポートすることができるか、ゴール
ベース・アプローチや、ポートフォリオ運用に基づいた丁寧なコンサルティングを推進した結果、投資一任や保険、ローンを
中心にストック資産を積み上げることができ、ストック収入は前年から増加しています。

インベストメント・マネジメント部門でも、安定収益である事業収益は前年並みの水準です。特に今期は、パンデミックで落ち
込んでいた航空業界に回復の兆しが出て、航空機リースを手掛ける野村バブコックアンドブラウンの業績が改善しました。
一方で、投資損益が減少し、結果として、部門利益は435億円、39%の減益となっております。

ホールセール部門の税前利益は294億円、61%の減益となりました。グローバル・マーケッツは、マクロ・プロダクト中心に

フィクスト・インカムは増収で、エクイティも米国顧客取引に起因する損失がなくなり、収益が回復しました。一方で、インベス
トメント・バンキングは、株式発行やM&Aを中心に、グローバル・フィープールが4割以上減少するという、難しい環境でした。
我々は、相対的に持ち堪えたと思いますが、それでも約2割の減収となりました。

また、部門費用は約1,100億円増加していますが、その8割以上が円安進行による影響、残る2割弱が主にインフレによる固
定費の上昇でした。こうしたマクロ要因による部門費用の増加も、利益を押し下げる要因となりました。

この結果、当期純利益は928億円、前年比35%の減益、EPSは29円74銭、ROEは3.1%となりました。

尚、3月末を基準とする配当金は、一株当たり12円とさせて頂きます。その結果、年間の配当金は17円となります。

また今まで、半期毎の連結業績を基準として、連結配当性向30%を重要な指標の一つとしておりましたが、本日、この配当
性向を「40%以上」に引き上げることを、決議しました。自己株式取得を含めて総還元性向50%以上という還元方針に、変更
はありません。

また本日、資本効率の向上および機動的かつ柔軟な資本政策の実施を可能とし、また、株式報酬として交付する株式へ充
当するため、自己株式の取得を決議しております。株数の上限を3,500万株、金額の上限を200億円、期間は5月16日から
2024年3月29日といたします。
続いて、第4四半期の決算についてご説明します。3ページをご覧ください。
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いまから申し上げるパーセンテージは、すべて第3四半期との比較となります。

まず全社ですが、収益は3,249億円、17%の減収、税前利益は227億円、73%の減益、当期純利益は74億円、89%の減益、
EPSは2円34銭、ROEは0.9%と、厳しい決算になりました。

右下にありますように、主要3セグメントの税前利益は119億円、特にホールセール部門が苦戦し、73%の減益となりました。

また、セグメントその他の税前利益は157億円、74%の減益。第3四半期に含まれていた野村総合研究所の売却益がなくな
り、政策保有株の売却益も減少したことが主な要因です。

それでは、各ビジネスの第4四半期の状況について、ご説明いたします。
6ページをご覧ください。
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営業部門の収益は753億円、7%の減収、税前利益は98億円、26%の減益となりました。

左下にありますように、ストック収入は337億円と、ほぼ前期並みの水準を維持できています。コスト抑制にも努めた結果、
ストック収入費用カバー率は52%に上昇しました。一方で、フロー収入は保険契約や債券などの取引が減少し、11%低下し
ました。

プロダクト別の募集買付状況について、7ページでご説明します。
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今期の総募集買付は、左側の棒グラフにありますように、約4兆4,000億円でした。

株式は、ゆうちょ銀行の売出案件など、プライマリー案件が大きく寄与し、前期比12%増の約2兆7,000億円となりました。債
券は35%減少していますが、これは法人のお客様による短期運用目的の買付が減ったことが要因で、個人向け国債や外債
の販売額は増えています。
また、投資信託は3月のマーケットの混乱を受けて買付額が減少しておりますが、1月に新規設定した、外需やインバウンド
に着目した「リオープン・ジャパン」は、1,000億円を超えるディマンドが集まり、日本株投信を中心に資金が流入しています。

続きまして、8ページにお進みください。KPIの進捗です。
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左上のストック資産純増は654億円、投信や保険、ローンなどが貢献しています。
左下にあるフロービジネス顧客数は、4月から1回以上、取引をして下さったお客様の数です。3月末で145万件と、今期は1
年前をやや下回っていますが、第4四半期は、先ほど申し上げた募集や売出案件を起点としたお客様との会話が活発にな
り、新たにお取引いただくお客様の数を増やすことができました。

続いて、インベストメント・マネジメント部門です。 9ページをご覧ください。
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収益は378億円、34%の減収、税前利益は164億円、51%の減益となりました。
左下の事業収益は8%減少していますが、これは、航空業界の回復に伴って前期は航空機リースの案件組成が通常より多

かったことが背景にあります。アセットマネジメント・ビジネス自体は堅調で、運用資産残高が拡大し、運用報酬も前期並み
の水準を確保しています。

投資損益は91億円、アメリカン・センチュリー・インベストメンツや、プライベート・エクイティ投資を行っている野村キャピタル・
パートナーズでは今期も評価益を計上していますが、貢献額の大きかった前期からは減収となっています。

10ページをご覧ください。
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左上にありますように、3月末の運用資産残高は67.3兆円と、前期から回復しました。

左下の資金純流入は、投信ビジネスで約3,600億円のマイナス、主に個人の待機資金であるMRFでほぼ同額の流出となっ
ており、MRFから新たな投資に向かったことが背景にあると考えています。
ETFも2,200億円程度の流出ですが、コア投信は2,300億円程度の流入となっており、先ほど申し上げた「リオープン・ジャパ
ン」を中心に野村證券チャネルが貢献、また銀行窓販やDC専用投信でも継続的に資金が入っています。

右下にありますように、オルタナティブ運用資産残高は12月末から1,100億円程度、増加しました。うち約700億円が資金流
入で、インフラ・ファンドや不動産ファンド等に資金が向かっています。

次にホールセール部門です。11ページをご覧ください。
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収益は1,788億円、5%の減収となりました。

フィクスト・インカムは若干の増収でしたが、エクイティとインベストメント・バンキングは、減収となっております。また部門費
用は、支払手数料などのビジネスに関する支出や、ITシステムの除却で前期から若干増加し、結果としてホールセール部
門は142億円の税前損失でした。

では、ビジネスラインごとに、説明します。12ページをご覧ください。
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まず、グローバル・マーケッツです。

収益は1,493億円、3%の減収。
うち、フィクスト・インカムは875億円と1%の増収となりました。

金利プロダクトは、日本を中心に、1月は好調なスタートを切りましたが、3月のボラティリティが急上昇する局面で減速しまし
た。為替/エマージングはアジアが増収となり、欧州や日本の減速を相殺しています。

スプレッド・プロダクトは、日本・アジアを中心にクレジットが減収、一方で証券化商品は増収となりました。

エクイティの収益は618億円、前期に、米国顧客取引に起因する収益91億円を計上した反動減で、8%の減収です。この影
響を除くと増収で、顧客アクティビティの回復を受けて米州や日本のエクイティ・プロダクトが貢献しています。

続いてインベストメント・バンキングです。13ページをご覧ください。
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収益は296億円、15%の減収となりました。

アドバイザリーは、不透明な市場環境でフィープールが減少、延期となった案件もあって、米州・欧州で収益が減少しました。
日本では、日本産業パートナーズによる東芝の非公開化に向けた公開買付けや、住友電気工業によるテクノアソシエと日
新電機の完全子会社化など、大型の案件が収益に寄与し、増収となっております。

ファイナンス収益は増収です。ECMビジネスは、ゆうちょ銀行のグローバルPOや、住信SBIネット銀行のグローバルIPOなど、
大型案件を複数サポートし、増収、DCMビジネスでも、欧州連合の60億ユーロのグリーンボンドでジョイント・ブックランナー
を務めるなど、引き続き、サステナビリティ案件を複数サポートできています。

次にコストについてご説明します。14ページをご覧ください。
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全社コストは3,022億円、3%減少しました。

人件費は、年度末の賞与調整による増加を、退職関連費用の減少や、円高進行等で吸収し、前期並みの水準でした。また、
支払手数料は、取引量の低下や、先ほど、インベストメント・マネジメント部門で申し上げた航空機リースの組成に絡む費用
が減少し、6%の減少となっています。

最後に、財務基盤です。15ページをご覧ください。
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左下のテーブルにあるTier 1資本は3.2兆円と、12月末から430億円ほど減少、またリスク・アセットも17.4兆円と、12月末から
5,500億円ほど減少した結果、3月末の普通株式等Tier 1比率は16.2%となりました。
右下のウォーターフォールでリスク・アセットの変動要因をご覧いただけますが、クレジット・リスクが約1,900億円の増加、オ
ペレーショナル・リスクも約1,000億円の増加となる一方で、マーケット・リスクは在庫やトレーディング・ポジションの変化、円
高の進行などで約8,400億円減少しております。

以上、第4四半期決算についてご説明申し上げました。

最後になりますが、この一年を振り返ってみると、営業部門は残高拡大への取り組みが功を奏し、ストック収入費用カバー
率が51%に上昇、インベストメント・マネジメント部門でも野村證券チャネル、銀行等チャネル、そしてDC専用投信にトータル
で7,800億円の資金が流入し、我々が注力する広義アセットマネジメント・ビジネスで、進捗を確認することが出来ました。

ホールセール部門では、発行体によるエクイティ調達やM&Aが世界的にスローダウンし、インベストメント・バンキングにとっ

て非常に厳しい環境でしたが、金利や為替等のマクロ・ビジネスでは、特に上半期において、ボラティリティの上昇と顧客フ
ローの増加を収益に結び付けることができ、ポートフォリオの分散効果は、一定程度、発揮できたと思います。

もちろん、この業績にはまったく満足していません。
4月足元も、不透明な市場環境が続き、営業部門は1月、2月並みの収益水準となっていますが、この3月に発表した人事配

置転換で、お客様のニーズと当社のリソースを最適配置する体制整備は、ほぼ完了しております。山陰合同銀行様、阿波
銀行様との包括的提携は、当初想定を上回るシナジーが確認できており、3件目となる大分銀行様とのアライアンスも、3月
27日にスタートしました。ここから、新たに強化された体制、そしてアライアンス等の取り組みを通じて、お客様との対話機会
をさらに増やし、収益機会の最大化に努めてまいります。

ホールセール部門では、ポートフォリオのリバランスや利回りに対するニーズで、4月足元は、日本とアジアの金利プロダク
トやクレジットは好調ですが、株式や為替/エマージングは顧客フローやボラティリティが低調で、部門全体としてスローな出

だしとなっています。根強いインフレ懸念や地政学リスクなど、まだ予断を許さない状況ですが、「金利のある時代」へのシフ
トやグローバルな緊張は、資金調達やサプライチェーンの見直しに対する投資ニーズなど、新たなビジネス機会に繋がる可
能性もあります。インフレや金利環境の見通しが明らかになってくれば、世界的に止まっていたオリジネーション案件も動き
出すでしょう。マクロ環境や市場の動きを注視しつつ、こうした収益機会をしっかりと捉えて行きたいと思っています。

引き続き、どうぞ宜しくお願いいたします。
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